
三重県建設工事複数監督員制運営要領 

（目的） 

第１条 監督員の体制には、複数監督員制と単数監督員制があり、本県では単

数監督員制が多く用いられてきた。しかし、従来にも増して、良質、安全

かつ適切な施工が求められることから、監督員の体制の強化と経験の少な

い監督員の指導・育成を図るため本要領を定め、工事（測量、調査、設計

業務委託を除く）の円滑かつ適正な執行を確保することを目的として複数

監督員制を導入するものとする。 

（対象工事） 

第２条 複数監督員制は次に掲げる工事を対象とする。 

１）当初契約金額が２，５００万円以上の請負工事。

２）前号に該当しない工事にあっても、所長等（本庁にあっては課長を、

又地域機関にあっては所長をいう。）が必要と認める工事。

２ 上記以外は、単数監督員制とする。 

（監督員の体制） 

第３条 複数監督員制とは、監督員を複数任命するもので、３名体制（総括監

督員、主任監督員、専任監督員を配置するもの）を標準とするが、状況に

応じて２名体制（総括監督員と主任兼専任監督員又は、総括兼主任監督員

と専任監督員を配置するもの）とすることができる。 

ただし、特段の理由がある請負工事は、単数監督員制とすることができ

る。 

２ 単数監督員制とは、監督員を１名任命するものとする。 

３ 複数監督員制及び単数監督員制ともに監督業務の修得又は監督員補助を 

目的として補助監督員を置くことができる。 

（監督員の定義） 

第４条 この要領で「監督員」とは、三重県建設工事執行要領第２条（８）及

び建設工事請負契約書の条項第９条に規定する監督員をいい、複数監督員

制の場合は「総括監督員」、「主任監督員」、「専任監督員」及び「補助

監督員」を総称する。また、単数監督員制の場合は「監督員」及び「補助

監督員」を総称する。 



（監督員の業務分担） 

第５条 監督員は、「三重県建設工事監督要領（平成１２年３月２１日公推第

１１４号）」に定める業務を行うものとする。 

 

２ 複数監督員制の標準的な業務分担は、別表１に掲げるとおりとする。 

 

３ 単数監督員制の業務分担は、別表２に掲げるとおりとする。 

 

（監督員の任命等） 

第６条 複数監督員制の場合は、工事の契約ごとに所長等は次の基準により複

数の監督員を任命するものとする。ただし、職員数等の理由により、本項

の規定によらないことができる。 

１）総括監督員には、本庁の班長、係長、主幹又は主査、地域機関の課

長、課長代理、主幹又は主査の職にある者を任命する。 

２）主任監督員には、本庁の班長、係長、主幹、主査又は技師、地域機

関の課長、課長代理、主幹、主査又は技師の職にある者を任命す

る。 

３）専任監督員には、本庁の係長、主幹、主査又は技師、地域機関の課

長代理、主幹、主査又は技師の職にある者を任命する。 

 

２ 単数監督員制の場合は、工事の契約ごとに所長等は次の基準により監督

員を任命するものとする。ただし、職員数等の理由により、本項の規定に

よらないことができる。 

１）監督員には、本庁の係長、主幹、主査又は技師、地域機関の課長代

理、主幹、主査又は技師の職にある者を任命する。 

 

３ 工事の契約ごとに必要に応じて所長等は、補助監督員を任命するものと 

する。 

 

附則 

１ この要領は、平成１５年９月１日以降、契約に係る工事について適用す

る。 

２ この要領は、平成１９年１０月１日に一部改訂し、適用する。 

３ この要領は、平成２５年 ４月１日に一部改訂し、適用する。 

４ この要領は、令和 ２年 ８月１日に一部改訂し、適用する。 

 



監督員の業務分担
複数監督員制 別表１（第５条関係）

単数監督員制 別表２（第５条関係）

１．監督員の業務の一部を監督員の指示に従って（指導を受け）行う。
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　区　　分 業　　務　　の　　内　　容

１．主任監督員及び専任監督員の指揮監督並びに指導・育成。
２．補助監督員の指導・育成。

１．三重県建設工事監督要領の第３条（平成１２年３月２１日　公推第１１４号）（以下、「要
領」という。）に規定する　「１．契約の履行の確保」。
２．要領に規定する　「２．施工状況の確認」。
３．要領に規定する　「３．円滑な施工の確保」。
４．要領に規定する　「４．その他」。
５．補助監督員の指導・育成。

　区　　分 業　　務　　の　　内　　容
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１．専任監督員の指導・育成。
２．三重県建設工事監督要領の第３条（平成１２年３月２１日　公推第１１４号）（以下、「要
領」という。）に規定する　「１．契約の履行の確保 (11)所長等への報告（ただし、７）部分払
い請求時の出来高の審査及び報告は除く。）」。
３．要領に規定する　「３．円滑な施工の確保」。
４．要領に規定する　「４．その他　（３）事故等に対する措置」。
５．補助監督員の指導・育成。

１．要領に規定する　「１．契約の履行の確保（ただし、主任監督員の業務に属するものは
除く。）」。
２．要領に規定する　「２．施工状況の確認」。
３．要領に規定する　「４．その他（ただし、主任監督員の業務に属するものは除く。）」。
４．主任監督員の業務の一部を主任監督員の指示に従って（指導を受け）行う。
５．補助監督員の指導・育成。

１．主任監督員及び専任監督員の業務の一部を主任監督員及び専任監督員の指示に従っ
て（指導を受け）行う。

専
任
監
督
員

総
括
監
督
員



三重県建設工事複数監督員制運営要領（参考資料） 

 

１．任命の基準（複数監督員制） 

職 
総括監督員 主任監督員 専任監督員 

本庁 地域機関 

班長 課長 ○ ○ × 
係長 課長代理 ○ ○ ○ 
主幹 主幹 ○ ○ ○ 
主査 主査 ○ ○ ○ 
技師 技師 × ○ ○ 

複数監督員制における上位の監督員の職は、下位の監督員の職より上位または同等が望ましい。 
任命の基準を満たしたうえで、総括監督員と主任監督員、または主任監督員と専任監督員の兼務はできる。 
（班長・課長が主任監督員と専任監督員を兼務、技師が総括監督員と主任監督員を兼務することはできない。） 
 

 

２．任命の基準（単数監督員制） 

職 
監督員 

本庁 地域機関 

班長 課長 × 
係長 課長代理 ○ 
主幹 主幹 ○ 
主査 主査 ○ 
技師 技師 ○ 

 

 

３．任命の基準（例外） 

 職員数等の理由により、上記１・２の任命の基準によらないことができる。 
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